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2 はじめに

◼ 2026年度から、全商品が前日取引化されている需給調整市場における取引状況について、第62回本小委員会
（2026年7月31日）の資料２において、取引会員および一般送配電事業者に対するアンケート等を通じた実態
調査の結果をご報告した。

◼ 実態調査の結果、設備能力としては調整力として活用できるものの、現在の各種要件を満たせないために市場への
応札を見送っているリソースの存在が確認された。

◼ これに対し、応札障壁の解消によって応札量が増加することで、需給調整市場の取引活性化に資するとも考えられ、
一部の応札障壁に対する今後の対応方向性を検討したため、ご議論いただきたい。

◼ また、一般送配電事業者から寄せられた意見から、実際に電力品質に係る課題が生じていることも確認されており、
電力品質の維持を目的として、市場要件化も含めた検討を行ったため、併せてご議論いただきたい。



3 （参考）実態調査で取引会員から寄せられた応札障壁およびご意見等（１／２）

出所）第62回需給調整市場検討小委員会（2026年7月31日）資料2
https://www.occto.or.jp/iinkai/jukyuchousei/62.html

https://www.occto.or.jp/iinkai/jukyuchousei/62.html


4 （参考）実態調査で取引会員から寄せられた応札障壁およびご意見等（２／２）

出所）第62回需給調整市場検討小委員会（2026年7月31日）資料2
https://www.occto.or.jp/iinkai/jukyuchousei/62.html

https://www.occto.or.jp/iinkai/jukyuchousei/62.html


5 （参考）実態調査で一般送配電事業者から寄せられた懸念事項およびご意見等

出所）第62回需給調整市場検討小委員会（2026年7月31日）資料2
https://www.occto.or.jp/iinkai/jukyuchousei/62.html

https://www.occto.or.jp/iinkai/jukyuchousei/62.html
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8 １．応札障壁等に対する対応方針

◼ 需給調整市場においては、応札不足等を背景にΔkW約定価格が高止まりし、一般送配電事業者の調整力調達
費用増大につながっていたところ。

◼ 調整力提供者が需給調整市場への応札を見送っている理由を把握すべく、2024年度の全商品取引開始直後に
応札障壁に関する事項も含むアンケートを実施、第47回本小委員会（2024年5月15日）で回答をご紹介した。

◼ なお、これらの応札障壁については、事業者の応札を促す「誘導的措置」として具体的な検討と対策を進めており、
第54回本小委員会（2025年3月4日）で報告した通り、既に対応を完了している。

出所）第54回需給調整市場検討小委員会（2025年3月4日）資料2
https://www.occto.or.jp/iinkai/jukyuchousei/54.html

https://www.occto.or.jp/iinkai/jukyuchousei/54.html


9 １．応札障壁等に対する対応方針

◼ 2026年度の全商品前日取引化後にも改めて事業者および一般送配電事業者向けにアンケートを実施したところ、
前日化後でも解消されていない応札障壁や、新たな課題に関する意見が複数寄せられた。

◼ 前日取引化後も抜本的な応札不足の改善には至ってはおらず、応札量の増加に向けては電力品質の維持を前提
とした継続的な対応が不可欠である。こうした背景から、応札障壁等の解消に向けた検討を行った。

◼ 今回は、寄せられた意見のうち先行して対応可能と判断した以下の3項目について、その検討内容をご報告する。

➢ 一次調整力の技術要件（調定率）緩和

➢ 蓄電池の一次オフライン参入要件の緩和

➢ 自端制御における周波数計測間隔の要件化

出所）第62回需給調整市場検討小委員会（2026年7月31日）資料2をもとに作成
https://www.occto.or.jp/iinkai/jukyuchousei/62.html

https://www.occto.or.jp/iinkai/jukyuchousei/62.html
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11 ２．一次調整力の技術要件（調定率）について

◼ 需給調整市場の一次調整力で技術要件として定められている調定率とは、周波数偏差とリソースの出力変化量の
関係性における傾きを示すものであり、調定率が小さいほど周波数偏差に敏感に応動する。

◼ 標準周波数維持のために極めて重要な観点であることから、需給調整市場の要件化にあたっては、海外事例および
既存電源における統計値を基として、５%以下と整理されている。

◼ なお、調定率は需給調整市場の要件だけではなく、火力・揚水発電等については、グリッドコード（系統連系技術
要件）においても要件化されている。

出所）第24回需給調整市場検討小委員会（2021年6月23日）資料2
https://www.occto.or.jp/iinkai/jukyuchousei/24.html

出所）第19回需給調整市場検討小委員会（2020年9月29日）資料2-2
https://www.occto.or.jp/iinkai/jukyuchousei/19.html

https://www.occto.or.jp/iinkai/jukyuchousei/24.html
https://www.occto.or.jp/iinkai/jukyuchousei/19.html


12 ２．一次調整力の技術要件（調定率）について

◼ 一次調整力における調定率は、前述のとおり標準周波数維持のために重要な点であるために要件化されているが、
GF機能を有しているリソースであるにも関わらず、本要件が障壁となって、調整力として応札および活用されていない
リソースの存在が事業者アンケートを通じて確認されている。

◼ この点、調整力として応札可能なリソースの対象を拡大することは、応札量の増加に資するものと考えられることから、
調定率が５%を超過するリソースの取扱いについて、対象とするべきリソースといった観点も含めて検討を行ったため、
論点①としてご報告する。

◼ また、第49回本小委員会（2024年7月30日）において、一次調整力における供出可能量の見直しを行った際、
周波数変動幅の大きさに応じて調定率が変化する「折れ線調定率」については原則として認めないこととした一方、
設備の特性上等の理由であれば原則外としていたところ、改めて折れ線調定率となるリソースの取扱いについて今回
検討を行ったため、論点②としてご報告する。

➢ 論点①：調定率が５%を超過するリソースの取扱い

➢ 論点②：やむを得ない理由で折れ線調定率となるリソースの取扱い



13 （参考）調定率が変化する場合（折れ線調定率）の取扱いについて

出所）第49回需給調整市場検討小委員会（2024年7月30日）資料2
https://www.occto.or.jp/iinkai/jukyuchousei/49.html

https://www.occto.or.jp/iinkai/jukyuchousei/49.html


14 ２．論点①：調定率が５%を超過するリソースの取扱い

◼ GF機能を有しているリソースであれば、調定率が５%を超過していたとしても、変化量は相対的に小さくなるものの、
周波数偏差に応じた応動をすることは変わらないため、一次調整力としての活用は可能である。

◼ また、前述の通り現在はグリッドコードにおいて調定率が要件化されていることから、当該要件を満たさないリソースは
グリッドコードで調定率が定められる以前に系統連系していたリソースが主になると考えられ、既設リソースを調整力と
して有効に活用することは、調整力調達コスト抑制の観点からも重要であると考えられる。

◼ これらを踏まえると、属地エリアのグリッドコードで調定率が定められる以前から系統連系していたリソースについては、
原則外として調定率５%以下という要件を緩和し、需給調整市場の一次調整力へ応札可能としてはどうか。

対象リソース 要件化時期

火力設備 2016年4月

揚水発電設備 2025年4月

【例：東京エリアにおけるグリッドコード要件化状況】

少

▲0.6 Hz ▲0.2 Hz

ΔP

Δf

平常時
範囲

中

多

4%

5%

6%

調定率が大きいほど、定格出力に対する供出可能量は減少する



15 ２．論点②：やむを得ない理由で折れ線調定率となるリソースの取扱い

◼ 一次調整力への供出可能量について、現在の考え方では「平常時」と「異常時」のそれぞれに求められる応動要件の
どちらか小さいほうとされている。

➢ 平常時：0.6Hzの周波数低下継続時に供出できる量

➢ 異常時：1.0Hzの周波数低下継続時に10秒以内で供出できる量

◼ また、PCS等を用いたリソースにおいて、周波数変動幅の大きさに応じて人為的に調定率を変化させること（折れ線
調定率）は原則として認めないこととしているが、機器保護等の設備特性上の理由であれば原則外としている。

◼ 設備特性上、やむをえないリソースを調整力として有効活用するための緩和手法について、検討を実施した。

出所）第49回需給調整市場検討小委員会（2024年7月30日）資料2
https://www.occto.or.jp/iinkai/jukyuchousei/49.html

https://www.occto.or.jp/iinkai/jukyuchousei/49.html


16 ２．論点②：やむを得ない理由で折れ線調定率となるリソースの取扱い

◼ まず、異常時の考え方については、1.0Hzの周波数低下継続という系統現象に対して、応動時間内（10秒）に
調整力の供出を求めるものであり、様々な特性（出力変化速度、遅れ時間等）および折れ線調定率を踏まえた
総合的なリソース性能を評価すれば良いことから、特別に通常の調定率（直線）であるリソースと異なる扱いをする
必要性は無いものと考えられる。

出所）第49回需給調整市場検討小委員会（2024年7月30日）資料2を基に作成
https://www.occto.or.jp/iinkai/jukyuchousei/49.html

https://www.occto.or.jp/iinkai/jukyuchousei/49.html


17 ２．論点②：やむを得ない理由で折れ線調定率となるリソースの取扱い

◼ 次に平常時の考え方については、異常時の考え方とは異なり、応動時間を直接的に考慮しているものでは無いが、
0.2Hzの周波数低下時には、0.6Hzの周波数低下時に供出可能な量の1/3を応動することが求められる。

◼ この点、確実な調整力応動を求める観点から、「設定される調定率の最大値」を前提に、0.6Hz周波数低下時の
出力変化量を供出可能量（A）とすることを基本とすることが考えられる。

◼ 他方、折れ線調定率が小→大となる場合において、折れ点となる周波数変動幅によっては、平常時の供出可能量
（A）が過度に保守的な供出可能量となってしまうことも考えられるところ、「折れ点までで供出できる量」については
0.6Hz周波数低下時にも出力変化が可能な量であるとして、供出可能量（B）とすることも可能と考えられる。

「調定率：大 → 小」
「調定率：小 → 大」

▲0.2Hz時における実機の応動が
供出可能量（A）の1/3であり、

要求を満たしている。

A < B A > B

A

▲0.6 Hz ▲0.2 Hz

ΔP

Δf
A

▲0.6 Hz ▲0.2 Hz

ΔP

Δf

B

▲0.2Hz時における実機の応動が
供出可能量（B）の1/3を超過しており、

要求を満たしている。

▲0.2Hz時における実機の応動が
供出可能量（A）の1/3を超過しており、

要求を満たしている。

▲0.6 Hz ▲0.2 Hz

ΔP

Δf
A

B

平常時
範囲

平常時
範囲

平常時
範囲



18 ２．論点②：やむを得ない理由で折れ線調定率となるリソースの取扱い

◼ 設備の特性上、やむをえない理由から折れ線調定率となるリソースも含めた、平常時の一次調整力応動を保証する
供出可能量上限の算定方法を踏まえ、一次調整力の供出可能量については、「今回整理した供出可能量」と
「異常時要件」を比較し、小さい方を採用することとしてはどうか。

➢ （A）もしくは（B）のいずれか大きいほう（今回整理した供出可能量）
（A）：設定される調定率のうち、最大の調定率で0.6Hzの周波数低下継続時に供出できる量
（B）：0.6Hz以内の最初の折れ点において、周波数低下継続時に供出できる量

➢ 1.0Hzの周波数低下維持時に、実機の調定率に基づいて10秒以内で供出できる量（異常時要件）

＜折れ線（B）＞
0.6Hz以内の最初の折れ点において
周波数低下継続時に供出できる量

＜通常＞
0.6Hzの周波数低下継続時に供出できる量

調定率の
形状

（A）,（B）の
供出可能量を算出

＜折れ線（A）＞
設定される調定率のうち最大の調定率で
0.6Hzの周波数低下継続時に供出できる量

（A）>（B）

（A）<（B）

折れ線

「1.0Hzの周波数低下継続時に10秒以内で供出できる量」（異常時要件）と比較
※最大の調定率に限定せず、実機の調定率に基づいて供出できる量

①と②を比較して、小さい方を供出可能量として採用

一次調整力供出可能量算定

直線（一定）

【供出可能量判定フローイメージ】

①

②



19 ２．論点②：やむを得ない理由で折れ線調定率となるリソースの取扱い

◼ 一次調整力のうち、オフライン枠については平常時応動のみを求めており、供出可能量は以下のとおり定められている。

➢ GF機能により基準周波数から0.2Hz*の周波数低下で30秒以内に出力変化可能な最大の出力変化量

◼ 今回の平常時供出可能量の見直しに伴い、オフライン枠における供出可能量算定方法についても、同様に見直す
こととしてはどうか。

➢ （A）もしくは（B）にて30秒以内に応動できる量のいずれか小さいほう（今回整理した供出可能量）
（A）：設定される調定率のうち、最大の調定率で0.2Hz*の周波数低下継続時に供出できる量
（B）：0.2Hz*以内の最初の折れ点において、周波数低下継続時に供出できる量

＜折れ線（B）＞
0.2Hz以内の最初の折れ点において
周波数低下継続時に供出できる量

＜通常＞
0.2Hz*の周波数低下継続時に
供出できる量

調定率の
形状

（A）,（B）の
供出可能量を算出

＜折れ線（A）＞
設定される調定率のうち最大の調定率で
0.2Hz*の周波数低下継続時に供出できる量

（A）>（B）

（A）<（B）

折れ線

「0.2Hz*の周波数低下継続時に30秒以内で供出できる量」と比較
※最大の調定率に限定せず、実機の調定率に基づいて供出できる量

①と②を比較して、小さい方を供出可能量として採用

一次調整力(オフライン枠)供出可能量算定

直線（一定）

【供出可能量判定フローイメージ（オフライン枠）】

①

②

* 北海道電力ネットワーク株式会社の属地エリアにおいては0.3Hz
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21 ３．蓄電池の一次オフライン参入要件について

◼ 蓄電池の需給調整市場への参加においては、「長期脱炭素電源オークションにおいて、設備容量が10MW以上の
蓄電池に対しては原則、専用線の設置を求める（全ての調整機能を具備することを求める）」と整理されたことを
踏まえ、蓄電池のオフライン枠への参入は設備容量が1MW以上10MW未満、かつ電圧階級が特別高圧（一部
の22kV等）・高圧の蓄電池に限り認めることが第42回本小委員会（2023年9月27日）で整理され、2024年
11月18日に取引ガイドとして公表された。

◼ この点、本制限がネックとなって、調整力として有効活用が出来ていない蓄電池の存在が事業者アンケートを通じて
確認されている。応札不足の現状においては、既設リソースの有効活用は調整力確保の観点から一定の合理性が
見込めるとも考えられるところ、対応案について検討を行った。

出所）第42回需給調整市場検討小委員会（2023年9月27日）資料3
https://www.occto.or.jp/iinkai/jukyuchousei/42.html

https://www.occto.or.jp/iinkai/jukyuchousei/42.html


22 ３．蓄電池の一次オフライン参入要件について

◼ 具体的には、一次オフライン枠に対して蓄電池の設備容量に上限が設定される以前に設備仕様が確定し、設置が
進められていた蓄電池に関して、一次オフライン枠としての商品要件および技術要件自体は問題なく達成することが
出来る一方で、制度的に上限が課されていることから、需給調整市場へ参加が出来ない※点が課題となっている。

◼ この点、設備容量が制約となって需給調整市場へ参加できない蓄電池に対して、足元では需給調整市場へ応札が
可能となる対応としつつ、長期的には調整電源として活用が可能となることを期待して、専用線オンライン化工事の
申し込みを行い、オンライン監視による一次調整力としての供出が可能となるまでの間に限り、一次オフライン枠への
参加を経過措置として認めることとしてはどうか。

11月
取引ガイド公表

9月
本小委にて容量上限の

方針が提示
専用線オンライン敷設工事完了後は、一次オフライン枠での応札不可。
なお、オフライン枠からオンライン監視へ切り替える際には、オンライン試験完了
までの間、一時的に需給調整市場への応札が不可となる場合がある。

設備構成上
応札不可

市場要件上
応札不可

蓄電池設置工事
（系統連系等）

専用線オンライン
敷設工事

一次調整力等

一次オフライン枠

FY2023 FY2024 FY2025 FY2026～

本小委にて方針が提示される以前に
設備構成が確定、系統連系工事等を開始。

市場要件上
応札不可

専用線オンライン化工事を
属地TSOに申込み後、

一次オフライン枠への応札を
一時的に認める。

工事完了

※ 給電情報伝送用専用線（SV/TM）が取引規程の要件を満たしている場合には、
調整力指令用専用線（LFC/EDC等）無しでもオンライン監視の一次調整力へ応札は可能



23 ３．蓄電池の一次オフライン参入要件について

◼ 今回の経過措置を踏まえると、オフライン枠の対象リソースは次のいずれかの条件を満たすリソースとなる。

➢ 1MW以上10MW未満、かつ特別高圧（一部の22kV等）・高圧の蓄電池

➢ オフライン枠に対する設備容量上限が議論された2023年9月27日以前に、系統連系申し込みを完了していた
1MW以上かつ特別高圧の蓄電池

◼ この際、系統連系申し込みの完了および専用線オンライン工事の申し込みタイミングについては、該当工事の実施が
事実上確定するタイミングであり、かつ一般送配電事業者による確認も可能である、工事費負担金契約およびそれ
に準ずる契約を締結した日としてはどうか。

◼ また、早期から調整電源としての貢献を期待する趣旨から、経過措置期間に期限を設けてはどうか。この際、期限に
ついては、原則として各エリアが提示している専用線敷設工事の標準工期※としてはどうか。
ただし、一般送配電事業者側の工事都合等による、蓄電池事業者の責に依らない事象で工事が長期化した際は、
工事完了までオフライン枠への参入を認める。
事業者による資材発注におけるメーカー納期遅延等の要因がある際には、証跡を以て属地TSOと協議の上、工事
完了までオフライン枠への参入を認める。

◼ なお、一次オフライン枠に対して蓄電池の設備容量に上限が設定された以降に設置された10MW以上の蓄電池に
関しては、上限の設定を踏まえた設備構成となっている可能性が高いことや、系統連系と専用線オンライン化工事の
工期に大きな乖離が生じる事例は限定的と考えられることを考慮し、本運用の対象外として整理を行っている。

※ 標準工期が幅を持って設定されているエリアの場合には、その最長の期間
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25 ４．電圧フリッカ防止のための要件追加について

◼ 一般送配電事業者に対する調整力の運用に関する調査において、「蓄電池の運用」に関する課題提起がなされた。

◼ 当該課題に対して詳細ヒアリングを実施したところ、蓄電池の機器設定によっては、周波数変動に対して極短周期で
追従するため、当該の配電系統において電圧フリッカが発生していることが確認された。

◼ この点、電力品質の維持に係る課題として、対応を検討したため、ご報告させていただく。

出所）第62回需給調整市場検討小委員会（2026年7月31日）資料2を基に作成
https://www.occto.or.jp/iinkai/jukyuchousei/62.html

https://www.occto.or.jp/iinkai/jukyuchousei/62.html


26 ４．電圧フリッカ防止のための要件追加について（課題詳細）

◼ 今回の電圧フリッカは、 2025年12月および2026年3月に九州エリアの配電系統（両者は異なる系統）において、
一次オフライン枠として約定・調整力応動した蓄電池が起因となって発生した。

◼ 電圧フリッカが発生した主な原因は、①自端制御向けの周波数計測に関し、移動平均計測時間幅が当該機器に
設定されておらず、瞬時値に追従する仕様であったこと、②出力変化速度の設定が無いため、周波数変動に対して
極短周期で追従していたこと等が考えられる。

◼ これらの原因を解消するためには、①移動平均計測時間幅に対して指定を行う、②出力変化速度の設定を求める
といった対応案が考えられるところ、両案について検討を実施した。

【設備概要】

2025年12月 2026年3月

出力 ２MW級 (高圧) ２MW級 (高圧)

配電線こう長 変電所～9km 変電所～0.9km

連系日 2025年7月 2025年10月

市場参入時期 2025年11月 2026年3月

調定率 (要件:5%以下) 0.3% 0.33％

周波数計測 (要件:0.1秒以下) 0.02秒間隔 0.1秒間隔

移動平均計測時間幅 設定なし 設定なし

出力変化速度 設定なし 設定なし



27 ４．電圧フリッカ防止のための要件追加について（①移動平均計測時間幅）

◼ 移動平均計測時間幅については、「需給調整市場の一次調整力におけるPCSの周波数計測に関するガイドライン
（一般社団法人 日本電機工業会：JEMA）」において、初期値は0.1秒とするが、配電系統特有の事情など
TSOからの指定があれば、それに従うものとして示されている。

◼ また、移動平均計測時間幅の指定を行うことで電圧フリッカの解消が可能なのか当該設備を対象とした検証を実施
したところ、移動平均計測時間幅を設定することで、フリッカが消失することが確認された。

◼ 上記を踏まえると、現在の要件で定めている周波数計測間隔に加えて、移動平均計測時間幅を要件化することは、
配電系統における電圧フリッカ発生の抑制に一定の効果があるものと考えられる。

移動平均計測時間幅 検証における測定結果

設定なし
200,300,400msec

フリッカ発生

500msec
1,000msec

フリッカ消失

U1 1min

U2 1min

U3 1min

【検証におけるΔV10遷移グラフ】



28 （参考）JEMAにおける周波数計測仕様について

出所）一般社団法人日本電機工業会HP「需給調整市場の一次調整力におけるPCSの周波数計測に関するガイドライン」（2025年3月21日）
https://www.jema-net.or.jp/engineering/hems/evefa20000001h27-att/GLofFreqMeasuring_20250321.pdf

https://www.jema-net.or.jp/engineering/hems/evefa20000001h27-att/GLofFreqMeasuring_20250321.pdf
https://www.jema-net.or.jp/engineering/hems/evefa20000001h27-att/GLofFreqMeasuring_20250321.pdf
https://www.jema-net.or.jp/engineering/hems/evefa20000001h27-att/GLofFreqMeasuring_20250321.pdf
https://www.jema-net.or.jp/engineering/hems/evefa20000001h27-att/GLofFreqMeasuring_20250321.pdf
https://www.jema-net.or.jp/engineering/hems/evefa20000001h27-att/GLofFreqMeasuring_20250321.pdf


29 ４．電圧フリッカ防止のための要件追加について（②出力変化速度）

◼ 出力変化速度の設定については、既に一部のエリアにおいて、蓄電設備の系統連系時における「出力変化速度の
設定」および「最適な運転力率の設定」として公表・お願いがなされている。

◼ この点、当該エリアで新規に系統アクセスされる蓄電池については、出力変化速度の設定がなされるであろうことから、
出力変化速度を主な原因とした電圧フリッカの増加は抑制が期待されるため、需給調整市場にて出力変化速度に
関する要件を定めることは、状況を注視しながら適宜検討するものとしてはどうか。

出所）中部電力パワーグリッド株式会社HP 「蓄電設備の系統連系時における「出力変化速度」および「最適な運転力率」の設定のお願いについて」（2024年12月）
https://powergrid.chuden.co.jp/resource/goannai/ippan/powerconnection/saiene/sai_high/high_moushikomi/h_mou_kentou/h_mou_kentou_12.pdf

エリア 公表年月

北海道 ー

東北 ー

東京 2026年5月

中部 2024年12月

北陸 ー

関西 2026年5月

中国 2026年6月

四国 ー

九州 2026年3月

https://powergrid.chuden.co.jp/resource/goannai/ippan/powerconnection/saiene/sai_high/high_moushikomi/h_mou_kentou/h_mou_kentou_12.pdf
https://powergrid.chuden.co.jp/resource/goannai/ippan/powerconnection/saiene/sai_high/high_moushikomi/h_mou_kentou/h_mou_kentou_12.pdf
https://powergrid.chuden.co.jp/resource/goannai/ippan/powerconnection/saiene/sai_high/high_moushikomi/h_mou_kentou/h_mou_kentou_12.pdf


30 ４．電圧フリッカ防止のための要件追加について（対応案）

◼ 今回発生した電圧フリッカの解消に向けた対策案の検討結果として、需給調整市場の要件における一次調整力の
周波数計測仕様として、「PCSを用いた周波数計測時の移動平均計測時間幅は初期値を0.1秒とし、別途TSO
から指定があればそれに従う」とすることを新たに定めてはどうか。

◼ なお、本事象は電力の品質維持に係る課題であり、本来的には需給調整市場への参入有無に関わらず、系統に
連系するリソースは一律に対応すべきとも考えられるため、今後も関係各所と連携して検討を進めることとしてはどうか。

◼ また、フリッカ発生を防止する観点からは、PCSを用いた既設リソースに対しても遡及対応を求めるべきと考えられるが、
事業者側の対応にも時間を要するであろうことから、要件化から１年間を経過措置として認める※こととしてはどうか。

変化速度

周波数計測

移動平均計測時間幅 （参考）計測間隔

需給調整市場 要件なし

要件なし
⇒ PCSを用いた周波数計測時の
移動平均計測時間幅は初期値を
0.1秒とし、別途TSOから指定が
あればそれに従う。
*既設リソースは要件化から１年後に適用

0.1秒以下

（参考）
系統連系時

要件あり
（各社でHP公表）

要件なし 要件なし

※ 経過措置期間においても、電圧フリッカの発生が確認された場合には、
周辺需要家への影響も勘案し、早期の対応を求める。
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32 ５．まとめ

◼ 今回、需給調整市場の取引会員に対するアンケート調査回答から得られた応札障壁のうち、一部の項目について
先行的に対応の可否を検討した。

➢ 属地エリアにおける系統連系技術要件で定められる以前から系統連系していたリソースについては、原則外として
調定率５%以下の要件を緩和し、一次調整力への応札を認めることとしてはどうか。※

➢ 設備の特性上等、やむを得ない理由で折れ線調定率となっているリソースについては、以下の考え方に基づいて
供出可能量を算定し、いずれか小さい方を用いて応札することを認めることとしてはどうか。 ※

✓ （A）もしくは（B）のいずれか大きいほう
（A）：設定される調定率のうち、最大の調定率で0.6Hzの周波数低下継続時に供出できる量
（B）：0.6Hz以内の最初の折れ点において、周波数低下継続時に供出できる量

✓ 1.0Hzの周波数低下時に、実機の調定率に基づいて10秒以内で供出できる量

➢ 蓄電池の一次オフライン枠参入要件について、設備容量の上限値が議論される以前に系統連系の申し込みを
完了していたリソースについては、専用線オンライン化工事の申し込みから完了までの間に限り、経過措置として
オフライン枠への参入を認めることとしてはどうか。 ※

◼ また、一般送配電事業者から課題提起された「蓄電池起因の電圧フリッカ発生」の対応案について検討を実施した。

➢ 主な原因として自端制御向けの周波数計測に関して、移動平均計測時間幅が当該機器に設定されておらず、
瞬時値に追従する仕様であったことが考えられることから、PCSを用いた周波数計測時の移動平均計測時間幅
は0.1秒を初期値として設定し、属地TSOの指定があればそれに従うものとしてはどうか。また、既設リソースは要
件化から１年間を経過措置として認めることとしてはどうか。 ※

◼ その他寄せられた意見についても、関係各所と協議および検討を実施したうえで、適宜対応を進めていくこととしたい。

※ これらの要件変更については、EPRXの取引規程改定後から順次適用となる。
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